
第一七一回 

衆第一号 

   銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律の一部を改正する法律案 

 銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律（平成十三年法律第百三十一号）の一部を

次のように改正する。 

 第一条中「当該株式の処分が」を削り、「ものである」を「ことに資する」に改める。 

 第五条中「これに伴う当該」を削る。 

 第十九条第二項第一号中「平成二十九年三月三十一日」を「平成三十四年三月三十一

日」に改め、同項第二号中「平成十九年四月一日」を「平成二十四年十月一日」に改める。 

 第三十四条第一項第三号中「第三十八条の二第一項の規定による株式」を「銀行等以外

の会社であって会員と相互に株式を保有する関係にあるものとして内閣府令・財務省令で

定める関係にあるもの（以下「発行会社」という。）の保有する当該会員が発行する株式

（当該会員の総株主の議決権の過半数を一の株式会社が保有している場合においては、当

該一の株式会社が発行する株式を含む。）」に改める。 

 第三十八条第一項中「買取り」の下に「（第三十八条の四第一項の規定による買取りを

除く。次項及び第四項において同じ。）」を加え、「同項第二号」を「第三十四条第一項

第二号」に、「平成十八年九月三十日」を「平成二十四年三月三十一日」に改める。 

 第三十八条の二の見出しを「（特別株式買取りを行った場合における特定発行会社から

の株式の買取り）」に改め、同条第一項中「銀行等以外の会社（当該会員と相互に株式を

保有する関係にあるものとして内閣府令・財務省令で定める関係にあるものに限る。以下

「発行会社」という」を「発行会社又は当該特別株式買取りに係る株式を発行する一の株

式会社が総株主の議決権の過半数を保有している発行会社（次項において「特定発行会

社」と総称する」に改め、同条第二項中「発行会社」を「特定発行会社」に改め、同条第

四項中「第四項前段」を「第四項」に改め、同条を第三十八条の三とし、同条の次に次の

一条を加える。 

 （発行会社株式買取りを行った場合における特定会員からの株式の買取り） 

第三十八条の四 機構は、発行会社株式買取りを行った場合において、当該発行会社株式

買取りの申込みをした発行会社からその申込みと同時に当該発行会社が発行する株式

（当該発行会社の総株主の議決権の過半数を一の株式会社が保有している場合において

は、当該一の株式会社が発行する株式を含む。以下この項において同じ。）の購入の請

求があったときは、当該発行会社が発行する株式を、当該発行会社株式買取りに係る株

式を発行する会員又は当該発行会社株式買取りに係る株式を発行する一の株式会社が総

株主の議決権の過半数を保有している会員（次項において「特定会員」と総称する。）

から買い取ることができる。 

２ 前項の規定による株式の買取りは、同項の発行会社株式買取りを行った日から六月以

内において、特定会員から機構に対して買取りの申込みがあった場合に行うことができ



るものとする。 

３ 第一項の規定による株式の買取りの価額は、同項の規定による購入の請求をした発行

会社が当該請求と同時に行った発行会社株式買取りの申込みに係る株式の買取価額の範

囲内でなければならない。 

４ 第三十八条第三項及び第四項前段の規定は、第一項の規定による株式の買取りについ

て準用する。 

 第三十八条の次に次の一条を加える。 

 （発行会社からの株式の買取り） 

第三十八条の二 第三十四条第一項第三号に規定する株式の買取り（次条第一項の規定に

よる買取りを除く。次項及び第四項において同じ。）は、平成二十四年三月三十一日ま

でに限り行うことができるものとする。 

２ 機構は、第三十四条第一項第三号に規定する株式の買取り（機構が買い取った株式を

直ちに処分することが予定されているものとして政令で定める株式の買取りを除く。以

下「発行会社株式買取り」という。）を行おうとするときは、あらかじめ、委員会の議

決を経て、買取期間を定め、内閣総理大臣及び財務大臣に届け出なければならない。 

３ 発行会社株式買取りは、当該発行会社株式買取りの申込みに係る株式が金融商品取引

法第二条第十六項に規定する金融商品取引所に上場されている株式又はこれに準ずるも

のとして政令で定める株式であることその他内閣府令・財務省令で定める要件を満たし

ている場合でなければ、行ってはならない。 

４ 機構は、第三十四条第一項第三号に規定する株式の買取りをしたときは、速やかに、

内閣府令・財務省令で定めるところにより、その買取りに係る事項を内閣総理大臣及び

財務大臣に報告しなければならない。 

 第四十八条第一項第二号イ中「第三十八条の二第一項」を「第三十八条の四第一項」に、

「並びに当該」を「及び発行会社株式買取り（第三十八条の三第一項の規定による株式の

買取りを含む。ロ及び次条第一項において同じ。）並びにこれらの買取りとして」に改め、

同号ロ中「特別株式買取り」の下に「及び発行会社株式買取り」を加える。 

 第四十九条第一項中「平成十九年四月一日」を「平成二十四年十月一日」に改め、「特

別株式買取り」の下に「及び発行会社株式買取り」を加える。 

 第六十七条第四号中「第三十八条第二項」の下に「又は第三十八条の二第二項」を加え、

同条第五号中「第三十八条の二第四項」を「第三十八条の四第四項」に改め、「含

む。）」の下に「、第三十八条の二第四項（第三十八条の三第四項において準用する場合

を含む。）」を加える。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して二月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 



 （罰則に関する経過措置） 

第二条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 （政令への委任） 

第三条 前条に定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置は、政令で定め

る。 



     理 由 

 銀行等をめぐる経済情勢の変化を踏まえ、銀行等の業務の健全な運営を確保するため、

銀行等保有株式取得機構による株式の買取り等の業務の期限の延長を行うとともに、銀行

等以外の会社からの株式の買取りに関する制度の新設等の措置を講ずる必要がある。これ

が、この法律案を提出する理由である。 



   本案施行に要する経費 

 本案施行に伴い、政府が保証することができる金額の限度は、額面総額及び元本金額の

合計額二十兆円並びにその利息に相当する金額となる見込みである。 


